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一般社団法人ؙ日本マンション管理士会連合会ؙ概要

所在ؙؙؙ東京都文京区春日２－１３－１ؙ芳文堂ビル４階

● ２００７年１２月ؙ日本マンション管理士会連合会ؙ創立

● ２００８年１２月ؙ一般社団法人ؙ日本マンション管理士会連合会ؙ設立

主な事業

● 会員（４２都道府県マンション管理士会）の支援及び連絡調整

● 国及び地方公共団体並びに関係団体との連携及び協力

● 国及び地方公共団体並びに関係団体等に対する要望活動

● マンション管理士制度の周知及び普及

● マンション管理士に関する調査研究

● 登録マンション管理士の研修ؙؙ



  

１，マンション管理士活動の基盤整備

● マンション管理士賠償責任保険制度

日管連では損害保険会社の協力を得て、同制度を創設し、所属

マンション管理士に対して付保を奨励しています。

（２０２１年７月１日現在の加入者ؙ９４０名）

● 管理組合損害補償金給付制度

第三者管理を選択する管理組合が「マンション管理士」を

第三者として安心して採用できるようにする制度



  

マンション管理士賠償責任保険

マンション管理士の業務として行った

行為に起因して加入者（マンション管理士）

に対して、損害賠償請求がなされたことに

よって被る損害をお支払いする保険です。

【加入資格】

● 日管連会員会所属のマンション管理士で

あること。



  

管理組合損害保証金給付制度

● 平成３０年９月より制度運用開始

● マンション管理士が管理組合の資金口座印を

預かる業務において、不正行為により管理組合

に損害を与えた場合の補償制度

● 管理組合負担なし

● 制度運営事務費は実施マンション管理士が負担



  

管理組合損害保証金給付制度

● 損害補償金は１億円を上限として、実際の

損害額を補償

● 認定マンション管理士制度の創設

所定の研修受講

効果測定試験制度

● 「マンション管理士賠償責任保険」加入の

条件を満たしたマンション管理士が受託

した業務に対して補償



  

２，管理組合支援

● マンション紛争解決センター ®

● マンション管理適正化診断サービス

● マンション管理士情報検索サービス



  

マンション紛争解決センター ®

● 平成３０年８月２４日ؙ法務大臣の認証取得

マンション紛争をADR（裁判外紛争解決手続き）によって

解決するための制度

実施者名簿登録ؙ１１７名ؙؙؙؙ連携弁護士ؙ１６名

日管連はADR実施者育成に努めています。



  

マンション管理適正化診断サービス

【目的】

● マンション管理の重要性の社会的認知度のアップを目指す

特に管理組合員においての関心度の引き上げ

● 管理状況にかかわらず「築年数別保険料設定」に対する一石

● 高経年マンションの高額保険料負担における財政破綻の予防

● 診断時の現場経験による所属マンション管理士の底上げ



  

マンション管理適正化診断サービス

● 平成２７年７月１日よりサービス提供

（２０２１年５月３１日現在ؙ１３，２０９棟実施）

● 管理組合の申込みにより診断を実施

● 管理組合の負担なし（無料）

● 「診断マンション管理士」が診断を実施

「診断マンション管理士」は所定の研修受講

ؙ所定の「マンション管理士賠償責任保険」に加入

● 診断評価は「Ｓ」「Ａ」「Ｂ」の三段階



  

マンション管理適正化診断サービス

【メリット】

● 診断の結果を「診断レポート」として管理組合へ提供

● 診断結果を採用する損害保険会社から評価を反映した火災保険料の見
積り提供（高評価による割引）

● 「Ｓ」評価の場合には、診断マンションの個別専有部における火災保
険料の割引適用

● 「Ｓ」評価マンションにはＳ評価ステッカーを贈呈

● ネット住宅情報機関に管理状況評価として「Ｓ」「Ａ」を掲載



  

マンション管理適正化診断サービス

【期待される効果】

● 高評価マンションにおいては、適正な管理の維持

● 「Ｂ」評価マンションにおいては、診断レポートを指針に

今後の管理状況向上促進（管理不全の防止）

● 管理状況を中古不動産流通価格に反映

（適正管理マンション化率向上の推進）

● マンション管理士活用の管理組合周知

（専門家活用へのワンステップ）



  

マンション管理士情報検索サービス

● 日管連のホームページにて情報公開

日管連の登録マンション管理士のなかで、情報公開を希望する

マンション管理士が、事務所情報、地域、得意分野などを登録
し、管理組合や区分所有者が、容易にマンション管理士の情報
検索を行うことができるサービスを提供しています。



  

「被災マンション法」について

【東日本大震災】の経験から

● 発災時（平成２３年３月１１日）、同法に定めるのは「再建」

「建物取壊し」「敷地売却」の制度なし

● 公費解体したマンション５棟（当時は全員同意だった）

建替え・・・・・１棟（分譲主が負担）

敷地売却・・・・３棟

所有権集約・・・１棟



  

「被災マンション法」について

【東日本大震災】の経験から

⇒ؙ平成２５年６月２６日改正（発災から２年３ヶ月）

５分の４以上の多数決で「建物取壊し決議」「敷地売却決議」が

可能となった。

● 「敷地売却決議」ができても、その後の事業法がなく手探り状態

● 「売渡請求」を経て非賛成者の持分を集めていくしかない。

● 「行方不明者」「多額の滞納金」「担保権」の問題等々

● 「建物取壊し」⇒ؙ各部屋の担保権が共有の敷地に転写



  

「被災マンション法」について

【熊本地震】の経験から

● 公費解体（助成）したマンションについて

取壊し決議・・・・・４棟（被災マンション法）

全員同意・・・・・・５棟

建替え決議・・・・・５棟（団地一括建替え）

※ؙこの団地一括建替え決議の成功要因として

ؙؙ旧耐震、エレベーターなし、鉄筋コンクリート造４階建、５階建

ؙ「上熊本」駅近、容積率に余裕があった。

ؙ（５棟１００戸から１棟１４階建て１８４戸へ）



  

「被災マンション法」について

【熊本地震】の経験から

熊本市の助成を受けて解体したマンション２棟

ؙ※ؙ公費解体申請の締切に間に合わなかったマンション２棟

ؙؙؙどちらも新耐震基準のマンション

ؙؙؙどちらも傾斜していた。

● １棟は敷地売却を選択（益城町に隣接）

● １棟は建替えを選択（熊本駅近く）

※ؙ建替え後のマンションに戻るのは７８戸のうち１２戸



  

「被災マンション法」について

【熊本地震】の経験から

● 被災マンション法を使っての「敷地売却決議」は１棟のみ。

● 決議の前に「相手方」「見込み額」を決めなければならない。

● 「敷地売却決議」２ヶ月前の通知等、所定の時間がかかる。

● 全員同意の方が早い。

※「建替え」できるのは、立地や条件に恵まれているマンション

※「敷地売却」を選択するマンションが多くなると推察



  

「被災マンション法」について

「大規模一部滅失」のマンションで、政令指定の日から１年以
内に「取壊し決議」をすることができる。

ؙؙؙؙ

● 「公費解体」の期限との関係もあるが、

マンションは戸建てと違い、合意形成に時間がかかる。

● 『１年は短かすぎる』



  

「被災マンション法」について

● 震災後には「マンション管理組合」は混乱しています。

● 適切な情報を届け、適切に支援する為、

専門家チームでサポートする体制が必要だと考えます。

● 「マンション管理士」「弁護士」「建築士」「司法書士」等々

● 「マンション管理士」は管理組合に寄り添い、管理組合を支援
する専門家として、多くの専門家をまとめるコンダクターとし
ての役割が期待できます。



  

「被災マンション法」について

日本は世界有数の地震国です。

更に「首都直下地震」や「東南海トラフ地震」の発生が危惧されて
います。

● 日本各地で、管理組合をサポートする専門家チームの体制づくりが

喫緊の課題であると考えます。



  

「区分所有法」について

● 『復旧』と『建替え』のみで『解消』『除却』がない

「マンション建替え等円滑化法」や「被災マンション法」で手当

● 『プロローグはあるがエピローグがない』

ؙ鎌野邦樹氏（前日本マンション学会会⾧）

● 「区分所有法」に『解消』『除却』の制度を取り入れる時期

にきているのではないでしょうか。



  

「区分所有法」について

『買う前に知っておく
マンション管理の基礎知識』

公益財団法人マンション管理センター発行
                   （令和３年３月）



  

「区分所有法」について

０９ؙマンションのライフサイクル

● 適切に管理することは所有者の責任

● 最終的には建物を除却すること
になることを理解しながら、
マンションを所有・管理する
ことが必要です。



  

「区分所有法」について

読後のチエックリスト
『マンション管理に関して知っておいていただきたいポイント』
１～１１のチエックポイントがあり、

最後の１１には

『いずれマンションは除却する必要があること』

とありました。
マンションを購入する前に是非、読んでいただきたいと思います。



  

「区分所有法」について【事例紹介】

仙台市青葉区「ホテル木町」地上７階建てؙ地下１階
● １９７７年４月開業（４階～７階を分譲）

東北初の分譲ホテル（当時の販売パンフ）

● １９９９年経営会社破産・廃業

経営会社の持分だった３階以下は競売に

● 水道・電気・エレベーター停止

● 正当な居住者（賃借人）は次々と退去した。

● その後、次々と不法占拠される。

※外壁タイル剥落



  

「区分所有法」について【事例紹介】続き

仙台市青葉区「ホテル木町」
● ２０１８年７月３１日ؙ５分の１招集で管理者選任（廃業から１９年）

「復旧」か「建替え」か組合で議論

「取壊し」には全員同意が必要だが困難だった。

２０１９年９月１３日ؙ建替え決議成立

※ؙ決議に賛成して持分を売却した所有者多数

２０２０年５月１０日ؙ最後の不法占拠者が退去

２０２１年７月～ؙ解体開始

※ؙ敷地の持分で解体費用が賄える場所だった。

※ؙ正式な「居住者」はいなかった。



  

「区分所有法」について

「区分所有法」に区分所有建物の『解消』『除却』ができる制度を望みます。

ؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙؙおわり


